




岡山県新型コロナウイルス感染症入院患者受入支援給付金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 知事は、岡山県内の医療機関（以下「医療機関」という。）における新型コロナ

ウイルス感染症患者の受入れに係る負担軽減を図り、もって県内の新型コロナウイル

ス感染症対策の強化に資するため、医療機関に対して予算の範囲内において岡山県新

型コロナウイルス感染症入院患者受入支援給付金（以下「給付金」という。）を交付す

るものとし、その交付に関しては、岡山県補助金等交付規則（昭和４１年岡山県規則

第５６号。以下「規則」という。）に定めるほか、この要綱の定めるところによる。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、「患者」とは、一類感染症等の患者発生時に備えた臨床的対

応に関する研究（令和２年度厚生労働行政推進調査事業費補助金 新興・再興感染症

及び予防接種政策推進研究事業）において作成された「新型コロナウイルス感染症

（COVID-19）診療の手引き・第２版」で重症・中等症に分類される患者をいう。 

（交付事業者） 

第３条 給付金の交付の対象となる者（以下「交付事業者」という。）は、医療機関の開

設者であって、次の各号に掲げる事業（以下「給付金交付事業」という。）を実施した

者とする。 

（１）医療機関において患者の受入病床を確保するため職員体制等を整備する事業 

（２）医療機関において患者の受入れを行う事業 

２ 前項第１号の事業については、既に本給付金の交付を受けた病床は給付金の交付の

対象とならないものとする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、給付金の交付の

対象とならないものとする。 

（１）暴力団員等（岡山県暴力団排除条例（平成２２年岡山県条例第５７号）第２条

第３号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）に該当する者。 

（２）暴力団（岡山県暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同

じ。）又は暴力団員等の統制下にある者。 

（３）暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者。 

（給付金の額） 

第４条 給付金の額は、次の各号に掲げる事業の区分に応じ、それぞれ当該各号に定め

る額とする。 

（１）前条第１項第１号に掲げる事業 １病床につき１００千円 

（２）前条第１項第２号に掲げる事業 患者（入院日数が７日を超える者）１人につ

き５００千円 

（３）前条第１項第２号に掲げる事業 患者（入院日数が７日以内の者）１人につき

１００千円 

（交付の条件） 

第５条 交付事業者は、給付金交付事業完了後に消費税及び地方消費税の申告によりこ

の給付金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、消費税

及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書（様式第４号）により速やかに知事に報告

しなければならない。ただし、交付事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又

は一支社、一支所等）であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又

は本社、本所等）で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の課税売

上割合等の申告内容に基づき報告を行わなければならない。なお、知事は報告があっ

た場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の全部又は一部を県に納

付させることがある。 

（交付申請） 

第６条 交付事業者は、規則第４条の規定により給付金の交付を受けようとするときは、



原則として、給付金交付事業を実施した翌月２０日までに給付金交付申請書（様式第

１号）を知事に提出するものとする。ただし、第３条第１項第２号の事業については、

当該患者の受入れを終了した後に交付申請しなければならない。 

２ 知事は、必要に応じ、給付金交付申請書を提出した者に対して、参考となる書類の

提出を求めることができる。 

（交付決定） 

第７条 知事は、給付金交付申請書を受理したときは、規則第５条に基づき、その内容

を審査し、適当と認めたときは、給付金の交付を決定するものとする。 

（交付決定の通知） 

第８条 知事は、前条の規定に基づき給付金の交付を決定したときは、規則第７条に基

づき給付金交付決定通知書（様式第２号）により交付事業者に通知するものとする。 

（給付金の請求） 

第９条 交付事業者は、交付決定の通知を受けた場合において、給付金を請求するとき

は、速やかに給付金請求書（様式第３号）を知事に提出するものとする。 

（交付決定の取消） 

第１０条 知事は、交付事業者が偽りその他不正な手段により交付決定を受けたと認め

たときは、交付決定の全部又は一部を取り消すものとする。 

２ 知事は、前項の取消をした場合において、既に当該取消に係る部分に相当する給付

金を交付しているときは、期限を付して当該給付金の全部又は一部の返還を命ずるも

のとする。 

（状況報告） 

第１１条 交付事業者は、知事から要求があったときは、給付金交付事業の状況等につ

いて速やかに報告しなければならない。 

（関係書類の保存） 

第１２条 交付事業者は、給付金交付事業の経理に係る書類を整備し、当該事業を実施し

た年度の終了後５年間、知事の要求があったときは、いつでも閲覧に供することがで

きるように保存しなければならない。 

（その他） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、この給付金の交付に関し必要な事項は、知事が

別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和２年４月２４日から施行し、令和２年４月１日から適用する。 

 

附 則 

この要綱は、令和２年６月１０日から施行し、令和２年４月１日から適用する。 

  



様式第１号（第６条関係） 

 

年  月  日 

 

岡山県知事  殿 

 

                申請者  所  在  地  

                     名    称  

                     代表者職氏名         印 

 

 

岡山県新型コロナウイルス感染症入院患者受入支援給付金交付申請書 

 

 

 岡山県新型コロナウイルス感染症入院患者受入支援給付金の交付を受けたいので、岡

山県補助金等交付規則（昭和４１年岡山県規則第５６号。以下「規則」という。）第４条

及び岡山県新型コロナウイルス感染症入院患者受入支援給付金交付要綱第６条の規定に

より、下記のとおり関係書類を添えて申請します。なお、申請にあたっては、法令、岡

山県条例、規則及び岡山県新型コロナウイルス感染症入院患者受入支援給付金交付要綱

に違反しないことを誓約します。 

 

記 

 

 

１ 実施した給付金交付事業の区分及び内容 

  □患者の受入病床を確保するため職員体制等を整備する事業   （   ）床 

  □患者の受入れを行う事業（入院日数が７日を超える者）    （   ）人            

  □患者の受入れを行う事業（入院日数が７日以内の者）     （   ）人 

 

２ 給付金交付申請額 

 

                   円 

 

３ 添付書類 

（１）病床整備記録表（様式第１－１号） 

（２）患者受入記録表（様式第１－２号） 

（３）誓約書（別紙１） 

（４）役員一覧表（別紙２） 

（５）給付金交付申請日前３か月以内に交付された県税の納税証明書 

 

  



様式第１－１号（第６条関係） 

 

病床整備記録表 

 

医療機関名                    

 

１ 実施した事業の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 病床の整備状況 

番号 整備年月日 備考 

１ 
  

２ 
  

３ 
  

４ 
  

５ 
  

６ 
  

７ 
  

８ 
  

９ 
  

１０ 
  

１１ 
  

１２ 
  

１３ 
  

１４ 
  

１５ 
  

※整備を行った病床ごとに、整備した年月日を記録すること。 

※備考欄には、重複申請を防ぐため、病床の場所等を記載すること。 

※整備を行った病床の状況が分かる写真を添付すること。 

 



様式第１－２号（第６条関係） 

 

患者受入記録表 

 

医療機関名                    

 

番号 受入開始年月日 受入終了年月日 備考 

１ 
   

２ 
   

３ 
   

４ 
   

５ 
   

６ 
   

７ 
   

８ 
   

９ 
   

１０ 
   

１１ 
   

１２ 
   

１３ 
   

１４ 
   

１５ 
   

※受入れを行った患者ごとに、受入開始年月日と受入終了年月日を記録すること。 

※備考欄には、受入患者が重症・中等症であることがわかる所見や治療内容を記載 

 すること（診療録との整合がとれたものであること）。 



 

別紙１ 
 補助事業者が法人の場合  

 

誓    約    書 

 
 
 
 当法人は、次のことを誓約いたします。 
 また、必要な場合には、このことについて岡山県警察本部に照会することを承
諾します。 
 
 

記 

 

 

１ 当法人の役員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年

法律第７７号）第９条第２１号ロに規定する役員をいう。）は、次に掲げる者

のいずれにも該当しません。  

（１）暴力団員等（岡山県暴力団排除条例（平成２２年岡山県条例第５７号）   

第２条第３号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）に該当する者 

（２）暴力団（岡山県暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団をいう。   

以下同じ。）又は暴力団員等の統制下にある者 
（３）暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者 

 

２ １の各号に掲げる者が、当法人の経営に実質的に関与していません。 
 
 
 
   令和   年   月   日 
 
 
 
 岡山県知事         殿 
 
                                             

〔法人の主たる事務所の所在地〕 

 
  所 在 地                                           
 

〔法人の名称〕 

 
  名   称                      
 

〔法人の代表者名〕 

 
  代表者氏名                           印     
 



別紙１ 

 補助事業者が個人の場合  
 

誓    約    書 

 
 
 
 私は、次のことを誓約いたします。 
 また、必要な場合には、このことについて岡山県警察本部に照会することを承
諾します。 
 
 

記 

 

 

１ 私は、次に掲げる者のいずれにも該当しません。  

（１）暴力団員等（岡山県暴力団排除条例（平成２２年岡山県条例第５７号）   

第２条第３号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）に該当する者 

（２）暴力団（岡山県暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団をいう。   

以下同じ。）又は暴力団員等の統制下にある者 
（３）暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者 

 

２ １の各号に掲げる者を経営に実質的に関与していません。 
 
 
 
 
   令和   年   月   日 
 
 
 
 岡山県知事         殿 
 
 
                                             
 
  所 在 地                                           
 
 
  屋   号                      
 
 
  氏   名                           印     
 



（参 考） 
   岡山県暴力団排除条例抜粋 
 （定義）  
第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 
 (1) 暴力団 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第７７号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。 
 (2) 暴力団員 法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。 
 (3) 暴力団員等 暴力団員又は暴力団員でなくなった日から五年を経過しな

い者をいう。 
 (4)～(6)略 
 
   暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律抜粋 
 （定義）  
第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。  
 (1) 略 
 (2) 暴力団 その団体の構成員（その団体の構成団体の構成員を含む。）が集

団的に又は常習的に暴力的不法行為等を行うことを助長するおそれがある
団体をいう。 

 (3)～(5)略 
 (6) 暴力団員 暴力団の構成員をいう。 
  (7)・(8)略 
 （暴力的要求行為の禁止）  
第９条  指定暴力団等の暴力団員（以下「指定暴力団員」という。）は、その

者の所属する指定暴力団等又はその系列上位指定暴力団等（当該指定暴力団
等と上方連結（指定暴力団等が他の指定暴力団等の構成団体となり、又は指定
暴力団等の代表者等が他の指定暴力団等の暴力団員となっている関係をい
う。）をすることにより順次関連している各指定暴力団等をいう。第１２条の
３及び第１２条の５において同じ。）の威力を示して次に掲げる行為をしては
ならない。 
(1)～(20)略 
(21) 行政庁に対し、自己若しくは次に掲げる者（以下この条において「自己

の関係者」という。）がした許認可等（行政手続法（平成５年法律第８８号）
第２条第３号に規定する許認可等をいう。以下この号及び次号において同
じ。）に係る申請（同条第３号 に規定する申請をいう。次号において同じ。）
が法令（同条第１号に規定する法令をいう。以下この号及び次号において同
じ。）に定められた許認可等の要件に該当しないにもかかわらず、当該許認
可等をすることを要求し、又は自己若しくは自己の関係者について法令に
定められた不利益処分（行政庁が、法令に基づき、特定の者を名あて人とし
て、直接に、これに義務を課し、又はその権利を制限する処分をいう。以下
この号及び次号において同じ。）の要件に該当する事由があるにもかかわら
ず、当該不利益処分をしないことを要求すること。 
イ 略 
ロ 法人その他の団体であって、自己がその役員（業務を執行する社員、取

締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる
名称を有する者であるかを問わず、当該団体に対し業務を執行する社員、
取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するもの
と認められる者を含む。）となっているもの 

ハ 略 
(22)～(27)略 

 



様式第２号（第８条関係） 

 

岡山県指令  第  号 

（申請者名） 

 

 

岡山県新型コロナウイルス感染症入院患者受入支援給付金交付決定通知書 

 

 

   年  月  日付けで交付申請のあったことについては、岡山県補助金等交付規

則（昭和４１年規則第５６号。以下「規則」という。）第５条及び岡山県新型コロナウ

イルス感染症入院患者受入支援給付金交付要綱第７条の規定により、下記のとおり交付

することに決定したので、同要綱第８条の規定により通知します。 

 

 

  年  月  日 

 

岡山県知事               印 

 

 

記 

 

１ 給付金交付決定額 

          円 

 

 

２ 給付金交付の条件 

  交付事業者は、規則及び岡山県新型コロナウイルス感染症入院患者受入支援給付金

交付要綱に従わなければならない。 

 

  



様式第３号（第９条関係） 

 

年  月  日 

 

岡山県知事  殿 

 

                請求者  所  在  地  

                     名    称  

                     代表者職氏名            印 

 

 

岡山県新型コロナウイルス感染症入院患者受入支援給付金請求書 

 

   年  月  日付け、岡山県指令  第  号で給付金の交付決定の通知を受けた

岡山県新型コロナウイルス感染症入院患者受入支援給付金の支払を受けたいので、岡山県

新型コロナウイルス感染症入院患者受入支援給付金交付要綱第９条の規定により、下記の

とおり請求します。 

 

 

記 

 

１ 請求金額 

            円 

 

 

 

振込先 

金融機関名 
銀行・金庫  

組合     
店  

預金種別 １．普通 ２．当座 口座番号  

（フリガナ）  

口座名義人  

 

  



様式第４号（第５条関係） 

 

  年  月  日 

 

 

岡山県知事 殿 

 

 

 

交付事業者 所  在  地 

                   名     称 

                   代 表 者 職 氏 名           印 

 

 

年度岡山県新型コロナウイルス感染症入院患者受入支援給付金に係る 

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 

 

 

   年  月  日付け、岡山県指令  第   号により交付決定があった岡山県

新型コロナウイルス感染症入院患者受入支援給付金について、岡山県新型コロナウイル

ス感染症入院患者受入支援給付金交付要綱第５条の規定に基づき、下記のとおり報告し

ます。 

 

記 

 

 

１ 岡山県新型コロナウイルス感染症入院患者受入支援給付金交付要綱第７条の規定

による交付決定額 

金        円 

２ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入

控除税額（要返還相当額） 

金        円 

３ 添付書類 

・２の消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の積算内訳 

・給付金の交付決定を受けた年度の消費税の確定申告書及び付表２の写し等 

  



積算内訳 

（様式：課税売上割合 95％以上の場合） 

 

１ 医療機関名 

 

２ 開設者氏名 

 

３ 医療機関の所在地 

 

４ 給付金交付事業名 

 

５ 給付金交付決定額 

 

６ 概要 

 

 

 

 

 

※添付書類 

●課税期間分の消費税及び地方消費税の確定申告書（写し） 

●課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表（写し） 

●医療法人以外の事業者については特定収入割合が分かる書類 等 

 （ただし、社会医療法人は書類の提出が必要です。） 



積算内訳 

(様式：個別対応方式で、返還がある場合) 

１ 医療機関名 

 

２ 開設者氏名 

 

３ 医療機関の所在地 

 

４ 給付金交付事業名 

  

５ 給付金交付決定額 

 

６ 概要 

（１）給付金を充当した経費の内訳 

区分 

課税仕入 

非課税仕入 合計 課税売上 

対応分 

非課税売上 

対応分 

共通 

対応分 

給
付
金
を
充
当 

し
た
経
費
の
内
訳 

人件費      

   費      

   費      

      

      

 合計      

（２）課税売上割合(課税売上高[課税資産の譲渡等の対価の額]／総売上高[資産の譲渡等の 

対価の額]) 

 

（３）支出(給付金を充当した経費)のうち課税仕入れの占める割合 

 

（４）仕入控除税額(給付金返還相当額) 

 

※添付書類 

●課税期間分の消費税及び地方消費税の確定申告書（写し） 

●課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表（写し） 

●医療法人以外の事業者については特定収入割合が分かる書類 等 

（ただし、社会医療法人は書類の提出が必要です。）  



積算内訳 

(様式：一括比例配分方式で、返還がある場合) 

１ 医療機関名 

 

２ 開設者氏名 

 

３ 医療機関の所在地 

 

４ 給付金交付事業名 

  

５ 給付金交付決定額 

 

６ 概要 

（１）給付金を充当した経費の内訳 

区分 

課税仕入 

非課税仕入 合計 課税売上 

対応分 

非課税売上 

対応分 

共通 

対応分 

給
付
金
を
充
当 

し
た
経
費
の
内
訳 

人件費      

   費      

   費      

      

      

 合計      

（２）課税売上割合(課税売上高[課税資産の譲渡等の対価の額]／総売上高[資産の譲渡等の 

対価の額]) 

 

（３）支出(給付金を充当した経費)のうち課税仕入れの占める割合 

 

（４）仕入控除税額(給付金返還相当額) 

 

※添付書類 

●課税期間分の消費税及び地方消費税の確定申告書（写し） 

●課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表（写し） 

●医療法人以外の事業者については特定収入割合が分かる書類 等 

 （ただし、社会医療法人は書類の提出が必要です。） 

  



積算内訳 

 

（様式：返還額が 0 円の場合） 

 

１ 医療機関名 

 

２ 開設者氏名 

 

３ 医療機関の所在地 

 

４ 給付金交付事業名 

 

５ 給付金交付決定額 

 

６ 概要 

例： 

・消費税の申告義務がないため、給付金に係る消費税及び地方消費税の仕入控除税額がな

い。 

・簡易課税方式により申告したため、給付金に係る消費税及び地方消費税の仕入控除税額

がない。 

・仕入控除税額の計算を個別対応方式により行い、かつ、給付金の使途がすべて「非課税

売上のみに要するもの」として申告しているため、給付金に係る消費税及び地方消費税

の仕入控除税額がない。 

・給付金の使途(給付金を充当した経費)が非課税仕入に該当するため、給付金に係る消費

税及び地方消費税の仕入控除税額がない。  

・特定収入割合が５％を超えるため、給付金に係る消費税及び地方消費税の仕入控除税額

がない。 

など 

 

※添付書類 

●課税期間分の消費税及び地方消費税の確定申告書（写し） 

●課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表（写し） 

●医療法人以外の事業者については特定収入割合が分かる書類 等 

 （ただし、社会医療法人は書類の提出が必要です。） 

 



岡 山 県 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 入 院 患 者 受 入 支 援 給 付 金 交 付 要 綱 新 旧 対 照 表

新 旧

第 １ 条 知 事 は 、 岡 山 県 内 の 医 療 機 関 （ 以 下 「 医 療 機 関 」 と い 第 １ 条 知 事 は 、 岡 山 県 内 の 医 療 機 関 （ 以 下 「 医 療 機 関 」 と い
う 。） に お け る 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 患 者 の 受 入 れ に 係 る 負 う 。） に お け る 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 の 重 症 ・ 中 等 症 患 者
担 軽 減 を 図 り 、 も っ て 県 内 の 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 対 策 の 強 （ 以 下 「 患 者 」 と い う 。） の 受 入 れ に 係 る 負 担 軽 減 を 図 り 、 も っ
化 に 資 す る た め 、 医 療 機 関 に 対 し て 予 算 の 範 囲 内 に お い て 岡 山 県 て 県 内 の 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 対 策 の 強 化 に 資 す る た め 、 医
新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 入 院 患 者 受 入 支 援 給 付 金 （ 以 下 「 給 付 療 機 関 に 対 し て 予 算 の 範 囲 内 に お い て 岡 山 県 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス
金 」 と い う 。） を 交 付 す る も の と し 、 そ の 交 付 に 関 し て は 、 岡 山 感 染 症 入 院 患 者 受 入 支 援 給 付 金 （ 以 下 「 給 付 金 」 と い う 。） を 交
県 補 助 金 等 交 付 規 則 （ 昭 和 ４ １ 年 岡 山 県 規 則 第 ５ ６ 号 。 以 下 「 規 付 す る も の と し 、 そ の 交 付 に 関 し て は 、 岡 山 県 補 助 金 等 交 付 規 則
則 」 と い う 。） に 定 め る ほ か 、 こ の 要 綱 の 定 め る と こ ろ に よ る 。 （ 昭 和 ４ １ 年 岡 山 県 規 則 第 ５ ６ 号 。 以 下 「 規 則 」 と い う 。） に 定

め る ほ か 、 こ の 要 綱 の 定 め る と こ ろ に よ る 。

（ 定 義 ）
第 ２ 条 こ の 要 綱 に お い て 、「 患 者 」 と は 、 一 類 感 染 症 等 の 患 者 （ 新 設 ）
発 生 時 に 備 え た 臨 床 的 対 応 に 関 す る 研 究 （ 令 和 ２ 年 度 厚 生 労 働 行
政 推 進 調 査 事 業 費 補 助 金 新 興 ・ 再 興 感 染 症 及 び 予 防 接 種 政 策 推
進 研 究 事 業 ） に お い て 作 成 さ れ た 「 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 （ C
OVID-19） 診 療 の 手 引 き ・ 第 ２ 版 」 で 重 症 ・ 中 等 症 に 分 類 さ れ る 患
者 を い う 。

第 ３ 条 略 第 ２ 条 略

第 ４ 条 略 第 ３ 条 略

第 ５ 条 略 第 ４ 条 略

第 ６ 条 交 付 事 業 者 は 、 規 則 第 ４ 条 の 規 定 に よ り 給 付 金 の 交 付 を 第 ５ 条 交 付 事 業 者 は 、 規 則 第 ４ 条 の 規 定 に よ り 給 付 金 の 交 付 を
受 け よ う と す る と き は 、 原 則 と し て 、 給 付 金 交 付 事 業 を 実 施 し た 受 け よ う と す る と き は 、 原 則 と し て 、 給 付 金 交 付 事 業 を 実 施 し た
翌 月 ２ ０ 日 ま で に 給 付 金 交 付 申 請 書 （ 様 式 第 １ 号 ） を 知 事 に 提 出 翌 月 ２ ０ 日 ま で に 給 付 金 交 付 申 請 書 （ 様 式 第 １ 号 ） を 知 事 に 提 出
す る も の と す る 。 た だ し 、 第 ３ 条 第 １ 項 第 ２ 号 の 事 業 に つ い て す る も の と す る 。 た だ し 、 第 ２ 条 第 １ 項 第 ２ 号 の 事 業 に つ い て
は 、 当 該 患 者 の 受 入 れ を 終 了 し た 後 に 交 付 申 請 し な け れ ば な ら な は 、 当 該 患 者 の 受 入 れ を 終 了 し た 後 に 交 付 申 請 し な け れ ば な ら な
い 。 い 。

２ 略 ２ 略

第 ７ 条 略 第 ６ 条 略

第 ８ 条 略 第 ７ 条 略

第 ９ 条 略 第 ８ 条 略

第 １ ０ 条 略 第 ９ 条 略

第 １ １ 条 略 第 １ ０ 条 略

第 １ ２ 条 略 第 １ １ 条 略



第 １ ３ 条 略 第 １ ２ 条 略



【新】 

様式第１号（第６条関係） 

 

年  月  日 

 

岡山県知事  殿 

 

                申請者  所  在  地  

                     名    称  

                     代表者職氏名         印 

 

 

岡山県新型コロナウイルス感染症入院患者受入支援給付金交付申請書 

 

 

 岡山県新型コロナウイルス感染症入院患者受入支援給付金の交付を受けたいので、岡

山県補助金等交付規則（昭和４１年岡山県規則第５６号。以下「規則」という。）第４条

及び岡山県新型コロナウイルス感染症入院患者受入支援給付金交付要綱第６条の規定に

より、下記のとおり関係書類を添えて申請します。なお、申請にあたっては、法令、岡

山県条例、規則及び岡山県新型コロナウイルス感染症入院患者受入支援給付金交付要綱

に違反しないことを誓約します。 

 

記 

 

 

１ 実施した給付金交付事業の区分及び内容 

  □患者の受入病床を確保するため職員体制等を整備する事業   （   ）床 

  □患者の受入れを行う事業（入院日数が７日を超える者）    （   ）人            

  □患者の受入れを行う事業（入院日数が７日以内の者）     （   ）人 

 

２ 給付金交付申請額 

 

                   円 

 

３ 添付書類 

（１）病床整備記録表（様式第１－１号） 

（２）患者受入記録表（様式第１－２号） 

（３）誓約書（別紙１） 

（４）役員一覧表（別紙２） 

（５）給付金交付申請日前３か月以内に交付された県税の納税証明書 

 

  

【旧】 

様式第１号（第５条関係） 

 

年  月  日 

 

岡山県知事  殿 

 

                申請者  所  在  地  

                     名    称  

                     代表者職氏名         印 

 

 

岡山県新型コロナウイルス感染症入院患者受入支援給付金交付申請書 

 

 

 岡山県新型コロナウイルス感染症入院患者受入支援給付金の交付を受けたいので、岡

山県補助金等交付規則（昭和４１年岡山県規則第５６号。以下「規則」という。）第４条

及び岡山県新型コロナウイルス感染症入院患者受入支援給付金交付要綱第５条の規定に

より、下記のとおり関係書類を添えて申請します。なお、申請にあたっては、法令、岡

山県条例、規則及び岡山県新型コロナウイルス感染症入院患者受入支援給付金交付要綱

に違反しないことを誓約します。 

 

記 

 

 

１ 実施した給付金交付事業の区分及び内容 

  □患者の受入病床を確保するため職員体制等を整備する事業   （   ）床 

  □患者の受入れを行う事業（入院日数が７日を超える者）    （   ）人            

  □患者の受入れを行う事業（入院日数が７日以内の者）     （   ）人 

 

２ 給付金交付申請額 

 

                   円 

 

３ 添付書類 

（１）病床整備記録表（様式第１－１号） 

（２）患者受入記録表（様式第１－２号） 

（３）誓約書（別紙１） 

（４）役員一覧表（別紙２） 

（５）給付金交付申請日前３か月以内に交付された県税の納税証明書 

 

  



【新】 

様式第１－１号（第６条関係） 

 

病床整備記録表 

 

医療機関名                    

 

１ 実施した事業の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 病床の整備状況 

番号 整備年月日 備考 

１ 
  

２   

３   

４ 
  

５   

６   

７ 
  

８ 
  

９ 
  

１０ 
  

１１   

１２   

１３ 
  

１４   

１５   

※整備を行った病床ごとに、整備した年月日を記録すること。 

※備考欄には、重複申請を防ぐため、病床の場所等を記載すること。 

※整備を行った病床の状況が分かる写真を添付すること。 

 

【旧】 

様式第１－１号（第５条関係） 

 

病床整備記録表 

 

医療機関名                    

 

１ 実施した事業の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 病床の整備状況 

番号 整備年月日 備考 

１ 
  

２   

３   

４ 
  

５   

６   

７ 
  

８ 
  

９ 
  

１０ 
  

１１   

１２   

１３ 
  

１４   

１５   

※整備を行った病床ごとに、整備した年月日を記録すること。 

（新規） 

※整備を行った病床の状況が分かる写真を添付すること。 

 



【新】 

様式第１－２号（第６条関係） 

 

患者受入記録表 

 

医療機関名                    

 

番号 受入開始年月日 受入終了年月日 備考 

１ 
   

２ 
   

３ 
   

４ 
   

５ 
   

６ 
   

７ 
   

８ 
   

９ 
   

１０ 
   

１１ 
   

１２ 
   

１３ 
   

１４ 
   

１５ 
   

※受入れを行った患者ごとに、受入開始年月日と受入終了年月日を記録すること。 

※備考欄には、受入患者が重症・中等症であることがわかる所見や治療内容を記載 

 すること（診療録との整合がとれたものであること）。 

【旧】 

様式第１－２号（第５条関係） 

 

患者受入記録表 

 

医療機関名                    

 

番号 受入開始年月日 受入終了年月日 備考 

１ 
   

２ 
   

３ 
   

４ 
   

５ 
   

６ 
   

７ 
   

８ 
   

９ 
   

１０ 
   

１１ 
   

１２ 
   

１３ 
   

１４ 
   

１５ 
   

※受入れを行った患者ごとに、受入開始年月日と受入終了年月日を記録すること。 

（新規） 

  



【新】 

様式第２号（第８条関係） 

 

岡山県指令  第  号 

（申請者名） 

 

 

岡山県新型コロナウイルス感染症入院患者受入支援給付金交付決定通知書 

 

 

   年  月  日付けで交付申請のあったことについては、岡山県補助金等交付規

則（昭和４１年規則第５６号。以下「規則」という。）第５条及び岡山県新型コロナウ

イルス感染症入院患者受入支援給付金交付要綱第７条の規定により、下記のとおり交付

することに決定したので、同要綱第８条の規定により通知します。 

 

 

  年  月  日 

 

岡山県知事               印 

 

 

記 

 

１ 給付金交付決定額 

          円 

 

 

２ 給付金交付の条件 

  交付事業者は、規則及び岡山県新型コロナウイルス感染症入院患者受入支援給付金

交付要綱に従わなければならない。 

  

 

【旧】 

様式第２号（第７条関係） 

 

岡山県指令  第  号 

（申請者名） 

 

 

岡山県新型コロナウイルス感染症入院患者受入支援給付金交付決定通知書 

 

 

   年  月  日付けで交付申請のあったことについては、岡山県補助金等交付規

則（昭和４１年規則第５６号。以下「規則」という。）第５条及び岡山県新型コロナウ

イルス感染症入院患者受入支援給付金交付要綱第６条の規定により、下記のとおり交付

することに決定したので、同要綱第７条の規定により通知します。 

 

 

  年  月  日 

 

岡山県知事               印 

 

 

記 

 

１ 給付金交付決定額 

          円 

 

 

２ 給付金交付の条件 

  交付事業者は、規則及び岡山県新型コロナウイルス感染症入院患者受入支援給付金

交付要綱に従わなければならない。 

 

 

  



【新】 

様式第３号（第９条関係） 

 

年  月  日 

 

岡山県知事  殿 

 

                請求者  所  在  地  

                     名    称  

                     代表者職氏名            印 

 

 

岡山県新型コロナウイルス感染症入院患者受入支援給付金請求書 

 

   年  月  日付け、岡山県指令  第  号で給付金の交付決定の通知を受けた

岡山県新型コロナウイルス感染症入院患者受入支援給付金の支払を受けたいので、岡山県

新型コロナウイルス感染症入院患者受入支援給付金交付要綱第９条の規定により、下記の

とおり請求します。 

 

 

記 

 

１ 請求金額 

            円 

 

 

 

振込先 

金融機関名 
銀行・金庫  

組合     
店  

預金種別 １．普通 ２．当座 口座番号  

（フリガナ）  

口座名義人  

 

  

【旧】 

様式第３号（第８条関係） 

 

年  月  日 

 

岡山県知事  殿 

 

                請求者  所  在  地  

                     名    称  

                     代表者職氏名            印 

 

 

岡山県新型コロナウイルス感染症入院患者受入支援給付金請求書 

 

   年  月  日付け、岡山県指令  第  号で給付金の交付決定の通知を受けた

岡山県新型コロナウイルス感染症入院患者受入支援給付金の支払を受けたいので、岡山県

新型コロナウイルス感染症入院患者受入支援給付金交付要綱第８条の規定により、下記の

とおり請求します。 

 

 

記 

 

１ 請求金額 

            円 

 

 

 

振込先 

金融機関名 
銀行・金庫  

組合     
店  

預金種別 １．普通 ２．当座 口座番号  

（フリガナ）  

口座名義人  

 

  



【新】 

様式第４号（第５条関係） 

 

  年  月  日 

 

 

岡山県知事 殿 

 

 

 

交付事業者 所  在  地 

                   名     称 

                   代 表 者 職 氏 名           印 

 

 

年度岡山県新型コロナウイルス感染症入院患者受入支援給付金に係る 

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 

 

 

   年  月  日付け、岡山県指令  第   号により交付決定があった岡山県

新型コロナウイルス感染症入院患者受入支援給付金について、岡山県新型コロナウイル

ス感染症入院患者受入支援給付金交付要綱第５条の規定に基づき、下記のとおり報告し

ます。 

 

記 

 

 

１ 岡山県新型コロナウイルス感染症入院患者受入支援給付金交付要綱第７条の規定

による交付決定額 

金        円 

２ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入

控除税額（要返還相当額） 

金        円 

３ 添付書類 

・２の消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の積算内訳 

・給付金の交付決定を受けた年度の消費税の確定申告書及び付表２の写し等 

  

【旧】 

様式第４号（第４条関係） 

 

  年  月  日 

 

 

岡山県知事 殿 

 

 

 

交付事業者 所  在  地 

                   名     称 

                   代 表 者 職 氏 名           印 

 

 

年度岡山県新型コロナウイルス感染症入院患者受入支援給付金に係る 

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 

 

 

   年  月  日付け、岡山県指令  第   号により交付決定があった岡山県

新型コロナウイルス感染症入院患者受入支援給付金について、岡山県新型コロナウイル

ス感染症入院患者受入支援給付金交付要綱第４条の規定に基づき、下記のとおり報告し

ます。 

 

記 

 

 

１ 岡山県新型コロナウイルス感染症入院患者受入支援給付金交付要綱第６条の規定

による交付決定額 

金        円 

２ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入

控除税額（要返還相当額） 

金        円 

３ 添付書類 

・２の消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の積算内訳 

・給付金の交付決定を受けた年度の消費税の確定申告書及び付表２の写し等 

 


